
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  （米国会計基準） 平成 13年 11月 20日

上   場   会   社   名       株式会社クボタ 上場取引所  東 大 名 福 札

コード番号       6326 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役　秘書広報部長 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　石黒　賢 TEL (06) 6648 - 2389
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 20日

米国会計基準採用の有無 有

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日） （百万円未満を四捨五入表示）

(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 459,868 △ 1.1 28,365 27.7 24,132 △ 38.3
12年 9月中間期 464,874 5.2 22,215 9.2 39,143 136.8
13年 3月期 994,493 43,193 59,349

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 13,264 - 9.41 8.89
12年 9月中間期 △ 1,214 - △ 0.86 △ 0.49
13年 3月期 9,795 6.95 6.83
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期          205 百万円   12年 9月中間期          101 百万円   13年 3月期          235 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年9月中間期  1,409,808,978株　12年9月中間期  1,409,706,572株　13年3月期 1,409,757,775株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、税引前利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率を表示しています。

     ⑤本ページの「税引前利益」は、連結損益計算書内の「税金等調整前純利益」と同義です。

     ⑥平成12年9月期の営業利益は、平成13年9月期の表示方法に合わせて組替再表示されています。

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 1,212,055 413,555 34.1 293.34
12年 9月中間期 1,248,152 438,096 35.1 310.75
13年 3月期 1,290,756 434,979 33.7 308.54
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年9月中間期 1,409,808,978株　12年9月中間期 1,409,808,978株　13年3月期 1,409,808,978株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 53,702 △ 12,148 △ 16,212 104,046
12年 9月中間期 28,862 △ 14,959 △ 22,012 70,751
13年 3月期 48,527 △ 23,024 △ 26,118 78,633

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  122　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　52　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）2　社  （除外）6　社   持分法（新規）3　社  （除外）　3　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 980,000 40,000 21,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               14円   90銭

１　株　当　た　り

売　上　高 税 引 前 利 益 純 利 益

売 上 高 営 業 利 益 税 引 前 利 益

 中間（当期）純利益
中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期）純利益



株式会社クボタ

　当社及び当社の関係会社においては、内燃機器関連事業、産業機器関連事業、住宅関連事業の３分野にわたり事業を

展開しています。主な事業内容と各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりです。

内燃機器関連事業

　主として農業機械及び農業関連商品、エンジン、建設機械の製造・販売等を行っています。製造は主に当社が担当

し、販売・サービスは主に関係会社が担当しています。

【主 要 品 目】

農 業 機 械 ( トラクタ、管理機、テーラー、耕うん機、コンバイン、バインダー、ハーベスタ、田植機 )

農 業
関 連 商 品

　インプルメント、アタッチメント、乾燥機、野菜移植機、野菜収穫機、アームハウス、
　米加工販売機、農用軽四輪、電動カート、ライスロボ、その他農用関連機器

農 業 施 設 ( 共同乾燥施設、精米施設、共同育苗施設、酪農畜産施設、園芸・共選施設 )

汎 用 機 械 ( グリーン管理機器、芝刈機 )

エ ン ジ ン ( 農業機械用・建設機械用・産業機械用・発電機用等各種エンジン )

建 設 機 械
　ミニバックホー、ホイルローダ、キャリア、油圧ショベル、ウエルダー、ゼネレータ、
　その他各種建設機械関連商品

【主な関係会社】

（製造・販売）

［海外］クボタマニュファクチュアリング オブ アメリカ Corp.、クボタバウマシーネン GmbH、

　　　　ザ サイアムクボタインダストリ Co.,Ltd.

（販売・サービス他）

［国内］㈱北海道クボタほか農機販社50社、㈱クボタ建機関東ほか建機販社９社、㈱クボタクレジット、

　　　　㈱クボタアグリ東日本ほかクボタアグリ２社（西日本、九州）、クボタ機械サービス㈱

［海外］クボタトラクタ Corp.、クボタヨーロッパ S.A.、クボタエンジンアメリカ Corp.、

　　　　クボタクレジット Corp.,U.S.A.

産業機器関連事業

　主としてパイプ・ポンプ・バルブ等の水利設備等関連製品、各種環境装置、鋳造品等の素形材、自動販売機・

計測機器他の電装製品並びに各種ソフトウェア等の製造及び販売等を行っています。

【主 要 品 目】

ダクタイル鉄管、ＦＷパイプ ( 強化プラスチック複合管 )

スパイラル鋼管 ( 鋼管杭、鋼管矢板 )、パーマパイプ ( 保温二重管 )

合 成 管 ( ビニルパイプ、ポリエチレンパイプ、各種樹脂管、樹脂ライニング鋼管、プラスチックバルブ )

ポ ン プ ( 揚水用・排水用・加圧用・消火用等各種ポンプ、噴水装置、ミニ水車、農業集落排水処理施設 )

バ ル ブ ( 上下水道用・電力用・都市ガス用・石油化学用・その他各種産業プラント用バルブ )

上下水ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　( 下水処理プラント、下水汚泥焼却・溶融プラント、浄水処理プラント )

水 環 境
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

　し尿処理プラント、家畜ふん尿処理プラント、水処理用有機膜ユニット、土壌浄化プラント、
　廃棄物最終処分場浸出水処理プラント、産業廃水処理プラント、その他各種排水処理プラント

リサイクル
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

　ごみ焼却・溶融プラント、産業廃棄物処理プラント、粗大ごみ・不燃ごみ破砕プラント、
　廃棄物リサイクルプラント、破砕・超微粉砕設備

基 礎 産 業
関 連

　反応管、貨油管、製紙用サクションロールシェル、特殊鋳鋼品、普通鋳鋼品、
　圧延用ロール、エンジン鋳物、セラミックス、ＴＸＡＸ(ブレーキ用材料)、
　表面改質および複合材料

建 設 関 連 ( Ｇコラム、Ｇパイル、ダクタイルセグメント、排水管、その他建設関連鋳造品 )

自動販売機 ( 各種飲料用・たばこ用・券売用自動販売機 )

電 装 機 器 ( 各種計量・計測機器および同制御システム、ＣＡＤシステム )

空調機器、灌漑・水システム、各種ソフトウェア、上下水道・一般土木工事等の設計・施工

【主な関係会社】

（製造・販売）

［国内］日本プラスチック工業㈱、クボタ空調㈱

［海外］クボタメタル Corp.

（据付・設計・施工・サービス他）

［国内］㈱クボタ建設、クボタ環境サービス㈱

企　業　集　団　の　状　況



株式会社クボタ

住宅関連事業

　主として住宅用各種建設部材並びに各種機器の製造・販売、土木建築及び住宅・建築構造物等の設計・製作・監理・

施工・販売並びに請負、不動産の売買を行っています。

【主 要 品 目】

屋 根 材
　カラーベスト(コロニアル、スペリアル、セイバリー、アーバニー、ランバート、ミュータス、
　ルネッサ、ジュネス)、その他各種屋根材

外 壁 材 ( エクセレージ、セラディール、Ｚ－テクス )

合併処理浄化槽、浴槽、太陽光発電屋根（ニューエコロニー）

ハ ウ ス ( プレハブ住宅、マンション )

【主な関係会社】

（製造・販売・施工）

［国内］クボタハウス㈱、クボタメゾン㈱

上記を図示すると概ね次のとおりです。　

 国　　　　　　内 

内燃機器関連事業

 ＜内燃機器及び関連製品の製造・販売等＞

 製品の供給 

 ㈱北海道クボタ　ほか 50社  

 製品の供給 

 ㈱クボタ建機関東　ほか ９社

 クボタアグリ３社(東日本・西日本・九州） ｻｰﾋﾞｽの提供
 クボタ機械サービス㈱ 

 ㈱クボタクレジット
 農機、建機及びその関連商品の小売金融

産業機器関連事業

 ＜産業機器及び関連製品の製造・販売等＞

 ㈱クボタ建設
 上下水道・一般土木工事等の設計・施工

 日本プラスチック工業㈱
 プラスチック製品の製造・加工・販売

 クボタ空調㈱  製品の供給 
 空調機器・冷凍機等の製造 

 クボタ環境サービス㈱　
 下水道及び廃棄物施設の維持管理・ 
 設計施工等

住宅関連事業

 ＜住宅及び関連製品の製造・販売・施工＞

 クボタハウス㈱  資材の供給 

 プレハブ住宅等の製造・販売・施工

 クボタメゾン㈱ 

 分譲マンションの開発・販売、及び不動産の
 販売・賃貸等

㈱
　
　
　
ク
　
　
　
ボ
　
　
　
タ
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
親
　
　
　
会
　
　
　
社
　
　
　
）

 農業機械 販売会社

 建設機械 販売会社

 海　　　　　　外 

内燃機器関連事業

 ＜内燃機器及び関連製品の製造・販売等＞

製品の供給  クボタトラクタ Corp.
 トラクタ及び小型建機等の販売

 　　製品の供給

 クボタマニュファクチュアリング オブ
　　　　　　　　　　　 アメリカ Corp.
 トラクタ、インプルメントの製造・販売

製品の供給  クボタエンジンアメリカ Corp.
 エンジンの販売　

 クボタクレジット Corp.,U.S.A.
 トラクタ及びその関連商品の小売金融　

 クボタヨーロッパ S.A.
 トラクタ、テーラー、エンジン及び
 小型建機の販売

 　　製品の供給

資材の供給  クボタバウマシーネン GmbH
 小型建機の製造・販売 

資材の供給  ザ サイアムクボタインダストリ Co.,Ltd.
 エンジン、耕うん機の製造・販売　

製品の供給

産業機器関連事業

 ＜産業機器及び関連製品の製造・販売等＞

製品の供給  クボタメタル Corp.
 鋳鋼製品の製造・販売 



株式会社クボタ 

1．経営方針  

 

1．経営の基本方針 

  当社は創業以来、農業機械、上下水道用パイプ、環境施設、産業用鋳物、住宅機材及びプレハブ住宅

など、生活の質的向上を目指した製品・サービスを提供し続けることによって、人や社会、そして地球

の今日および明日に貢献する企業として、一世紀あまりにわたり、事業活動を展開してきました。この

企業理念を継続するとともに、経営資源の重点配分、経営のスピードアップ、更には連結経営の強化等

により、時代の変化に柔軟に対応できる、高い企業価値を持つ会社を目指していきます。 

 

2．会社の利益配分に関する基本方針 

  当社は、｢安定的な配当の維持及び向上｣を利益配分に関する基本方針にしています。内部留保資金に

ついては、健全な経営の維持と将来の経営環境を勘案の上、その使途を決定する方針を採っています。 

 

3．中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

（1）緊急増益対策及び財務体質の強化 

  平成１２年３月期から平成１４年３月期までの３年間を対象に人員・人件費の削減及び間接経費の削

減を中心とする緊急増益対策に取り組むとともに、非採算事業からの撤退、有利子負債削減による財務

体質の強化など、人・もの・金すべての面でスリム化を図り、収益力の回復に努めております。 

 

  1）緊急増益対策（人件費・経費の削減） 

  人員については、単独の人員を３年間で約 2,000 名削減（約 15,500→13,500 名）することを当面の目

標にしておりますが、平成１３年９月３０日現在で、13,493 名となり、当初の目標を達成しました。間

接経費につきましても、業務の徹底的な見直しを行い全体で３割の削減を達成できる見込です。 

 

  2）非採算事業からの撤退 

  平成１２年９月、鋳型などを生産しておりました東海工場を閉鎖するとともに屋根材の一品種である

洋瓦の生産を中止しました。平成１３年３月には、バスルーム事業から撤退しました。同７月には、コ

ンクリートパイル事業を営む（株）クボタコンクリートの解散を決定しました。 

 

  3）財務体質の強化（連結有利子負債の削減） 

  財務体質強化の一環として、連結有利子負債の削減に取り組んでいます。平成１１年３月末におい

て 4,301 億円であった連結有利子負債を、平成１４年３月末までに 1,000 億円削減し、3,300 億円にする

目標です。当中間期末では 3,625 億円となり平成１１年３月末対比 676 億円減少しました。内訳としま

しては単独とグループファイナンスを中心に 901 億円減少し、トラクタ販売の好調な米国を中心に資金

需要が膨らみ、連結対象会社の増加もあったため 225 億円増加しました。 

 

（2）中期経営戦略の推進 

  当社は、上記緊急増益対策を踏まえ、更なる業績向上を目指して、３年後の平成１６年３月期を最終

期とする『中期経営戦略』を、平成１３年３月に策定しました。その概要は、下記の通りです。 

 



株式会社クボタ 

  1）平成１６年３月期       経営目標 

     売上高        11,000 億円 

    営業利益          650 

    税前利益          630 

    純利益            340 

    株主資本利益率    7.0% 

    総資本純利益率    2.6% 

 

  2）事業構造及び収益構造の改革 

①現行事業の収益力強化と低収益事業の建て直し 

  国内農業機械、鉄管、合成管等対象市場の拡大はあまり期待できないものの、当社の競争力

が強い事業については徹底したコストダウンを進めることで一層の収益力向上を図ります。一

方、トラクタを中心とする内燃機器海外事業や環境エンジニアリング事業など競争力もあり市

場の拡大が期待できる事業については、資源の重点配分を行い、売上、収益の拡大を目指しま

す。また、住宅機材、素形材など事業環境の悪化により厳しい状況にある事業については、徹

底した損益分岐点比率の引き下げを進め、事業の建て直しを図ります。 

②IT 技術の積極的活用による業務革新 

③新規・周辺事業の早期育成 

  当面は環境修復事業などの環境分野に注力し、新規・周辺事業の育成を推進します。 

④事業運営体制の変革（自己完結型経営体制の構築） 

  当期より、上記経営目標実現に向け、全社を挙げて具体的取組みを開始しました。例えば、

現行事業の収益力強化として、平成１３年１０月１日付けで、パイプシステム事業本部に所属

しておりましたポンプ事業部を環境エンジニアリング事業本部へ移管し、環境保全分野での新

規事業及び海外を含めた周辺事業の強化拡大とエンジニアリング事業の体質強化を図る体制

としました。また、自己完結型経営体制の構築の一環として平成１３年８月１日付けでスクラ

ップやレジン等の原材料の調達機能を本社資材部からパイプシステム事業本部へ移管し、より

事業目的に合致した体制としました。しかしながら、悪化する日本経済あるいはテロ事件以降

急減速する米国景気など当社を取り巻く経営環境は当初想定した以上のスピードで悪くなっ

ており、とりわけデフレ進行による内需減退や公共投資削減に伴う官公需の減少など与件の大

幅な見直しをせざるを得ない状況となりました。そのような外部環境の変化に対し、課題解決

のスピードアップ、固定費削減と抜本的コストダウンを中心とする損益分岐点比率の引き下げ

を実行することで収益基盤をより強固なものにし、収益向上に努めていきます。 

 

（3）企業倫理の確立と遵法経営の定着 

  平成１３年６月、人権啓発、法務、環境安全等関連５部門を統括するコンプライアンス本部を設

置し法令遵守の徹底と企業倫理の確立を行うための監視体制を整備しました。今後は、外部有識ア

ドバイザーの指導も得ながら、コンプライアンスを共通キーワードとして遵法経営の定着を図って

いきます。 

 

 



2．経営成績  

 

1．当中間期の業績全般の概況 

  当中間期のわが国経済は、世界経済の減速を受けて輸出が低迷する中、IT 関連業種を中心に雇

用・設備投資調整が本格化し、失業率も過去最悪の 5.3％を記録するなど景気情勢は極めて厳しい

ものとなりました。一方、海外でも、米国が IT 不況に端を発した景気の急減速に同時多発テロ事

件による影響が重なり、先行き不透明感が強まるとともに、欧州でも米国同様、減速傾向が鮮明と

なり世界同時不況の懸念が増大しました。そのような厳しい環境下、当中間期の売上高は、前年同

期比 1.1％減少の 4,599 億円となりました。国内売上高は 3.7％減少の 3,311 億円、一方の海外売上

高は北米を中心としたトラクタの売上増などにより 6.4％増加の 1,288 億円となり、全体の 28.0％

となりました。営業利益は、堅調な海外内燃機器事業と為替の円安、人件費・経費の削減等により、

27.7％増加の 283 億 6 千 5 百万円となりました。税金等調整前純利益は、241 億 3 千 2 百万円とな

りました。表面的には 38.3％の減少となっておりますが、これは前年同期に退職給付信託設定益

192 億 7 千 7 百万円が計上されていたことによるものです。一方、純利益は前年同期が年金積立不

足の償却方法を変更したことによる過年度修正により 12 億円の損失計上でしたが、当中間期は 132

億 6 千 4 百万円の利益となりました。 

 

2．部門別の概況 

（1）内燃機器関連部門の売上高は、前年同期比 1.6％減少して 2,362 億円、全体の 51.4％となりま

した。国内売上は 8.6％減少の 1,158 億円となり、海外売上は米国での小型トラクタ販売が好調に

推移したことなどにより、6.2％増加の 1,204 億円となりました。 

 

 ※農業機械の売上は前年同期を下回りました。国内は、一般景気の低迷あるいは稲の青刈などに

より農家の購買意欲が盛り上がらず、売上は減少しました。小型トラクタで新たに投入しましたニ

ューGB（グランビアボーイ）シリーズやパワークローラ（前輪がホイール、後輪は三角形クロー

ラ）トラクタが堅調に推移し、大型トラクタでも北海道市場で新機種スーパーグランドマックスの

投入効果もあり売上を伸ばしましたが、主力の中型トラクタが市場停滞ムードの影響を受け販売が

低調に推移しましたので、トラクタ全体の売上は、前年同期を下回りました。一方、乗用田植え機

の新機種ウエルスターシリーズ、大型コンバインの新機種エアロスターが堅調に販売を伸ばしまし

たが、主力の中型コンバインが伸び悩み、田植え機・コンバイン全体の売上は減少しました。他方、

海外では、主力の米国市場で新機種（高級芝刈機）投入効果により汎用機械（芝刈用機械）販売が

好調に推移し、前年に引き続き小型トラクタの BX シリーズトラクタも好調な販売を記録しました

ので、売上は前年同期を上回りました。欧州では、景気の減速が鮮明になる中で、フランスでは芝

刈り機市場で投入した新機種が奏効し、堅調な販売を記録するとともに、イギリスでも販売キャン

ペーンの効果等により売上は増加しました。ドイツにおいても、景況感が悪化する中、芝刈機市場

向けが堅調に推移し売上は増加しました。アジアにおきましては、中国のコンバイン販売に回復の

兆しが現れるとともに、台湾でも新機種投入効果によりコンバインの販売が堅調に推移しました。 

 

 ※エンジンの売上は、ほぼ前年並となりました。国内では建産機、農機関連とも状況は厳しく、

特に建機向けは公共投資の絞りこみの影響を受けレンタル向けを中心に販売は低調に推移しまし
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た。海外では、景気減速により米国 OEM 先（建産機）での在庫調整の影響を受けましたが、芝刈

機市場が比較的堅調に推移しましたので売上は微増となりました。  

 ※建設機械の売上は減少しました。国内は、公共事業縮減、一般景気悪化等厳しい環境が続き、

売上は大幅に減少しました。海外でも、主力の欧州市場で、イギリス、フランスは堅調に推移しま

したが、ドイツは内需不振と公共工事の減少などにより売上が減少しました。北米においても景気

減速の影響を受けミニバックホーの総需要が減少し、売上は減少しました。 

 

（2）産業機器関連部門の売上高は、前年同期比 2.8％減少して 1,638 億円、全体の 35.6％となりま

した。当部門は、パイプシステム、素形材、環境エンジニアリングおよびその他の産業機器により

構成されています。なお、ポンプ事業部が１０月よりパイプシステムから環境エンジニアリングに

移管され、当中間期からも環境エンジニアリングに含めております。 

 

 ※パイプシステムの売上高は前年同期比 4.3％減少して 814 億円となりました。国内売上は 4.7％

減の 791 億円、海外売上は 10.7％増の 23 億円となりました。主力のダクタイル鉄管は、国内では

公共投資の見直し、地方自治体の財政難などにより需要が伸び悩み売上が減少しましたが、海外で

東南アジア向けなどが増加したため全体の売上は増加しました。合成管は、公共投資縮減、住宅着

工の低迷等により需要が落ち込む中、競争も激化し、売上が減少しました。スパイラル鋼管におい

ても公共投資縮減と低調な電力会社の設備投資等により売上が減少しました。 

 

 ※素形材の売上高は、前年同期比 3.4％減少して 153 億円となりました。国内売上は 3.0％減少し

て 115 億円、海外売上も 4.6％減少して 38 億円となりました。土木建築関連市場では、ダクタイル

セグメントが、地下河川市場等の新市場開拓により売上を伸ばしましたが、地すべり抑止杭 G パ

イルは公共予算の見直しにより、排水システムは、競争激化により、それぞれ売上は減少しました。

基礎産業関連市場では、鉄鋼圧延用ロールが堅調に推移しましたが、海外でカナダのクボタメタル

コーポレーションの鉄鋼・一般機械、鉱山業界向け鋳鋼品が減少し、売上を減らしました。 

 

 ※環境エンジニアリングの売上高は、前年同期比 3.3％増加し 316 億円となりました。国内は、

1.5％増の 297 億円、海外は 44.1％増の 19 億円となりました。主力の下水処理ﾌﾟﾗﾝﾄは、前年の受

注減少により、売上は減少しましたが、リサイクルエンジニアリング部門は、昨年受注した大型ガ

ス化溶融プラントの工事が順調に進み、売上は大幅に増加しました。ポンプもフィリピン向け大型

案件など海外売上が増加し、全体の売上も増加しました。 

 

 ※その他の産業機器の売上高は、前年同期比 4.1%減少して 355 億円となりました。国内売上は

4.5％減の 351 億円、海外売上は 57％増の 4 億円となりました。 

 

（3）住宅関連部門の売上高は、前年同期比 6.3％増加して 599 億円、全体の 13.0％となりました。 

 ※住宅機材では、主力の屋根材が新設住宅着工戸数の低迷、特に戸建て住宅需要の低迷と競合材

との競合激化により売上を減らしました。他方、外壁材は新商品の投入やサイディング比率の向上

等により、売上は前年並を維持しました。 

 



株式会社クボタ 

  

 ※ハウス部門は、主力のプレハブ住宅がマンションへのシフトなど戸建て住宅需要の減少及び競

争激化により売上が減少しましたが、マンション部門で売上を伸ばしましたので、全体の売上は増

加しました。 

3．当中間期の利益配分に関する事項 

  当中間期の中間配当金は１株につき３円と決定させていただきました。 
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3.通期見通し  

 

  わが国経済は、政府の構造改革推進並びに地方自治体の財政難等により公共投資の低迷が続き、

民需においても深刻なデフレ進行による需要の減少、価格の低下が今後も見込まれる中、個人消費

を含め、全般に極めて厳しい状況が続くものと思われ、米国の景気減速とテロ事件の影響による欧

州、アジアを含めた世界同時不況の長期化が懸念されます。 

 

  このような環境下、当社としましては本年よりスタートしております中期経営戦略を着実に実行

すると同時に想定以上のスピードで変化する経営環境の中、全従業員の意識改革を図り、取り組む

べき事業課題の前倒し解決を強力に推進し、固定費削減、抜本的コストダウン等による損益分岐点

比率の引き下げ、本社組織の一層のスリム化等により強固な経営体質を再構築し、収益力の維持向

上に努めます。 

 

  当期の連結売上高は、前期比 145 億円減少の 9,800 億円を予想しています。一方、税金等調整前

純利益につきましては、前期比 193 億円減少の 400 億円を見込んでいます。（前期は退職給付信託

設定益 193 億円を計上していた。）当期純利益は前期比 112 億円増加の 210 億円となる見込です。

（前期は年金積立不足の償却方法を変更したことに伴う過年度修正として税引後 216 億円の損失

を計上していた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、本資料で記述されている業績予想ならびに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基

づき当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々

な要因の変化により、実際の業績は記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となる可

能性があることをご承知おきください。潜在的なリスク・不確実性には、当社の事業を取り巻

く経済状況、為替レ－ト・わが国の農業政策・公共投資及び民間設備投資の動向、市場におけ

る競争的な価格プレッシャー及び市場に受け入れられる製品を当社が設計・開発し続けていく

能力などが含まれます。但し、業績に影響を与えうる要素はこれらに限定されるものではあり

ません。 
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（単位　百万円）

金額 百分比 金額 百分比 金額 率 金額 百分比

％ ％ ％ ％

459,868 100.0 464,874    100.0 △ 5,006 △ 1.1 994,493 100.0

338,417 73.6 346,041    74.4 △ 7,624 △ 2.2 742,516 74.7

92,443 20.1 97,112      20.9 △ 4,669 △ 4.8 208,295 20.9

643 0.1 △ 494 △ 0.1 1,137 -           489 0.1

営業利益 28,365 6.2 22,215      4.8 6,150 27.7 43,193 4.3

受取利息・受取配当金 4,237 5,148 △ 911 10,042 

支払利息 △ 3,797 △ 4,086 289 △ 8,140 

退職給付信託設定益 - 19,277      △ 19,277 19,277 

その他　－純額－ △ 4,673 △ 3,411 △ 1,262 △ 5,023 

その他の収益(△費用)純額 △ 4,233 16,928 △ 21,161 16,156 

24,132 5.2 39,143      8.4 △ 15,011 △ 38.3 59,349 6.0 

法人税・住民税・事業税 9,392 8,466       926 25,192 

法人税等調整額 3,401 10,433 △ 7,032 3,038 

計 12,793 18,899      △ 6,106 28,230 

205 101          104 235 

11,544 2.5     20,345      4.3 △ 8,801 △ 43.3 31,354 3.2     

1,720 △ 21,559 23,279 △ 21,559 

13,264 2.9     △ 1,214 △ 0.3 14,478 -         9,795 1.0 

１株当たり利益

基本的　１株当たり； 円 銭 円 銭 円 銭

　累積的影響額考慮前純利益 8 19 14 43      22            24      

会計処理変更による
累積的影響額

1 22 △ 15 29      △ 15 29      

純利益(△損失 ) 9 41 △ 86 6             95      

希薄化後　１株当たり；

累積的影響額考慮前純利益 7 76 13           28      20            76      

　
会計処理変更による
累積的影響額

1 13 △ 13 77      △ 13 93      

純利益(△損失 ) 8 89 △ 49 6 83      

売上高

売上原価

法人所得税

持分法による投資損益

その他の収益（△費用）

その他営業費用（△収益）

累積的影響額考慮前純利益

販売費及び一般管理費

税金等調整前純利益

純利益(△損失)

会計処理変更による
累積的影響額

連結損益計算書

増減
13年3月期

(12.4.1～13.3.31）

12年9月中間期

(13.4.1～13.9.30) (12.4.1～12.9.30)

13年9月中間期

科　　　　　　目　　
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資産の部 （単位　百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

％ ％ ％

104,046 70,751 33,295 78,633 

2,011 8,698 △ 6,687 2,348 

受取手形 94,836 126,953 △ 32,117 115,526 

売掛金 187,339 173,163 14,176 258,405 

割賦売掛金 96,874 87,424 9,450 92,254 

その他 4,630 8,107 △ 3,477 12,270 

割賦繰延利益 △ 8,903 △ 8,277 △ 626 △ 9,752 

貸倒引当金 △ 5,123 △ 4,591 △ 532 △ 4,858 

計 369,653 382,779 △ 13,126 463,845 

167,356 176,086 △ 8,730 180,318 

63,926 55,688 8,238 41,720 

計 706,992 58.3 694,002 55.6 12,990 766,864 59.4

11,865 9,820 2,045 10,778 

157,338 225,690 △ 68,352 196,997 

169,203 14.0 235,510 18.9 △ 66,307 207,775 16.1

91,797 89,950 1,847 92,508 

196,232 195,146 1,086 196,893 

460,312 468,316 △ 8,004 458,798 

4,988 2,473 2,515 3,637 

753,329 755,885 △ 2,556 751,836 

△ 469,006 △ 462,157 △ 6,849 △ 461,763 

284,323 23.5 293,728 23.5 △ 9,405 290,073 22.5

51,537 4.2 24,912 2.0 26,625 26,044 2.0

1,212,055 100.0 1,248,152 100.0 △ 36,097 1,290,756 100.0合　　　　　　計

科　　　　　　目

小    計

その他の資産

土地

建物及び構築物

機械装置及び                         その他の有形固定資産

建設仮勘定

減価償却累計額

計

投資

有形固定資産

計

たな卸資産

前払費用その他

関連会社に対する投融資

その他の投資

流動資産

現金及び現金同等物

短期投資

受取債権

13年3月期末

(13.3.31）

連結貸借対照表

増減
13年9月中間期末

(13.9.30)

12年9月中間期末

(12.9.30)
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負債及び資本の部 （単位　百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

％ ％ ％

短期借入金 128,789 108,372 20,417 122,384 

支払手形 46,460 60,447 △ 13,987 75,987 

買掛金 137,257 133,672 3,585 170,631 

前受金 12,972 15,093 △ 2,121 8,711 

設備関係支払手形・未払金 10,922 9,505 1,417 14,533 

未払給与・諸手当 24,748 25,394 △ 646 24,329 

未払法人所得税 6,056 9,395 △ 3,339 13,769 

その他の流動負債 63,889 67,809 △ 3,920 67,895 

一年内返済予定の長期債務 68,776 37,460 31,316 67,612 

計 499,869 41.3 467,147 37.4 32,722 565,851 43.8

長期債務 164,923 222,887 △ 57,964 182,238 

未払年金等 117,826 89,169 28,657 89,641 

その他の固定負債 15,882 30,853 △ 14,971 18,047 

計 298,631 24.6 342,909 27.5 △ 44,278 289,926 22.5

資本金 78,156 78,156 -               78,156 

資本準備金 87,263 87,263 -               87,263 

利益準備金 19,539 19,527 12 19,539 

その他の剰余金 224,774 208,971 15,803 215,739 

その他の包括利益累計額 3,823 44,179 △ 40,356 34,282 

計 413,555 34.1 438,096 35.1 △ 24,541 434,979 33.7

1,212,055 100.0 1,248,152 100.0 △ 36,097 1,290,756 100.0 合　　　　　　計

13年9月中間期末

(13.9.30)科　　　　　　目

流動負債

固定負債

13年3月期末

(13.3.31）

連結貸借対照表

資本

12年9月中間期末

(12.9.30)
増減
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純利益(△損失)

その他の包括利益（△損失）
－税効果調整後

外貨換算調整額

有価証券の未実現損益

最小年金負債調整額

デリバティブ未実現損益 -    -    

その他の包括損失合計

包括損失

13年9月中間期(13.4.1～13.9.30)

その他の

資本準備金 剰 余 金

平成13年4月1日現在 1,409,809 78,156 87,263 19,539 215,739 34,282 

純利益 13,264 

その他の包括損失

現金配当（3円00銭/株） △ 4,229 

平成13年9月30日現在 1,409,809 78,156 87,263 19,539 224,774 3,823 

12年9月中間期(12.4.1～12.9.30)

その他の

資本準備金 剰 余 金

平成12年4月1日現在 1,409,655 78,107 87,213 19,527 214,414 50,386 

転換社債の株式への転換 154 49 50

純損失 △ 1,214 

その他の包括損失

現金配当（3円00銭/株） △ 4,229 

平成12年9月30日現在 1,409,809 78,156 87,263 19,527 208,971 44,179 

13年3月期(12.4.1～13.3.31)

その他の

資本準備金 剰 余 金

平成12年4月1日現在 1,409,655 78,107 87,213 19,527 214,414 50,386 

転換社債の株式への転換 154 49 50

純利益 9,795 

その他の包括損失

現金配当（6円00銭/株） △ 8,458 

利益準備金繰入 12 △ 12 

平成13年3月31日現在 1,409,809 78,156 87,263 19,539 215,739 34,282 

（単位　百万円）

△ 30,459 

△ 17,195 

15,684 

△ 6,207 

△ 7,421 

利益準備金

（単位　百万円）

（千株） 利益準備金

13年3月期

（13.4.1～13.9.30）

（単位　百万円）

（単位　百万円）

5,657 

13年9月中間期

4,524                

△ 19,887 

13,264 

　科目　　

16,807 

△ 22,995 △ 38,568 

（12.4.1～12.9.30） (12.4.1～13.3.31)

△ 1,214 

1,104 

△ 15,086 

9,795 

連結包括損益計算書

△ 16,104 

△ 6,309 

△ 30,459 

12年9月中間期

利益累計額

その他の包括

資本の部

資本金

△ 16,104 

△ 6,207 

資本の部

資本の部

その他の包括

利益累計額

その他の包括

利益累計額資本金

項目 株式数

（千株） 資本金 利益準備金

△ 10 

項目 株式数

項目 株式数

（千株）

連結株主持分計算書



純利益(△損失) 13,264            △ 1,214 9,795             

会計処理変更による累積的影響額 △ 1,720 21,559           21,559            

減価償却費及びその他の償却費 20,132            21,635           43,926            

退職年金費用（拠出額控除後）の繰入 1,052             1,818             3,896             

有価証券売却益 △ 2,477 △ 196 △ 821

退職給付信託設定益 - △ 19,277 △ 19,277

法人所得税（法人税等調整額） 3,401             10,433           3,038             

受取債権の減少（△増加） 97,211            25,095           △ 46,549

たな卸資産の減少 13,372            4,346             3,474             

支払手形・買掛金の増加(△減少) △ 59,963 △ 27,139 19,053            

未払法人所得税の増加（△減少） △ 7,794 △ 1,395 2,526             

その他 △ 22,776 △ 6,803 7,907             

　　営業活動による純キャッシュ・フロー 53,702            28,862           24,840      48,527            

固定資産の購入 △ 18,724 △ 18,795 △ 36,250

投資有価証券の購入及び貸付金の増減 △ 1,927 160                △ 327

有形固定資産の売却収入 1,035             3,130             5,519             

投資有価証券の売却収入 7,425             1,254             2,955             

短期投資の増減他 43                  △ 708 5,079             

投資活動による純キャッシュ・フロー △ 12,148 △ 14,959 2,811       △ 23,024

長期債務による資金調達 12,354            8,440             11,416            

長期債務の返済 △ 29,356 △ 34,680 △ 49,365

短期借入金の純増加 5,019             8,457             20,289            

現金配当金の支払 △ 4,229 △ 4,229 △ 8,458

財務活動による純キャッシュ・フロー △ 16,212 △ 22,012 5,800       △ 26,118

71                  218                △ 147 606                

25,413            △ 7,891 33,304      △ 9

78,633            78,642           △ 9 78,642            

104,046          70,751           33,295      78,633            

補足情報

現金支払額

　支払利息 3,851             4,134             △ 283 8,048             

法人所得税 17,105            11,502           5,603       22,800            

主要な非資金取引

株式による退職給付信託への拠出 - 33,116           △ 33,116 33,116            

現金及び現金同等物の純増減（△減少）

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物期末残高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

為替変動による現金及び現金同等物への影響

連結キャッシュ・フロー計算書
(単位　百万円)

項　　　　　　目
13年9月中間期 12年9月中間期

増減
13年3月期

(13.4.1～13.9.30) (12.4.1～12.9.30) （12.4.1～13.3.31）



株式会社クボタ

（単位  百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 率 金額 構成比
％ ％ ％ ％

農機・エンジン 105,913 114,701 △ 8,788 △ 7.7 218,668
建  設  機  械 9,953 12,048 △ 2,095 △ 17.4 23,826
内燃機器関連 計 115,866 25.2 126,749 27.3 △ 10,883 △ 8.6 242,494 24.4

国 パイプシステム 79,132 83,016 △ 3,884 △ 4.7 205,013
素     形     材 11,453 11,803 △ 350 △ 3.0 27,156
環境エンジニアリング 29,706 29,274 432 1.5 137,204
その他産業機器 35,132 36,775 △ 1,643 △ 4.5 75,498

内 産業機器関連 計 155,423 33.8 160,868 34.6 △ 5,445 △ 3.4 444,871 44.7
住  宅  機  材 29,007 31,290 △ 2,283 △ 7.3 60,397
ハ     ウ     ス 30,839 24,989 5,850 23.4 51,224
住宅関連計 59,846 13.0 56,279 12.1 3,567 6.3 111,621 11.2
合計 331,135 72.0 343,896 74.0 △ 12,761 △ 3.7 798,986 80.3
農機・エンジン 109,133 101,959 7,174 7.0 162,975
建  設  機  械 11,237 11,421 △ 184 △ 1.6 18,209

海 内燃機器関連 計 120,370 26.2 113,380 24.4 6,990 6.2 181,184 18.2
パイプシステム 2,250 2,032 218 10.7 3,834
素     形     材 3,796 3,980 △ 184 △ 4.6 7,613
環境エンジニアリング 1,926 1,337 589 44.1 2,311

外 その他産業機器 391 249 142 57.0 565
産業機器関連 計 8,363 1.8 7,598 1.6 765 10.1 14,323 1.5
合計 128,733 28.0 120,978 26.0 7,755 6.4 195,507 19.7
農機・エンジン 215,046 216,660 △ 1,614 △ 0.7 381,643
建  設  機  械 21,190 23,469 △ 2,279 △ 9.7 42,035
内燃機器関連 計 236,236 51.4 240,129 51.7 △ 3,893 △ 1.6 423,678 42.6

合 パイプシステム 81,382 85,048 △ 3,666 △ 4.3 208,847
素     形     材 15,249 15,783 △ 534 △ 3.4 34,769
環境エンジニアリング 31,632 30,611 1,021 3.3 139,515
その他産業機器 35,523 37,024 △ 1,501 △ 4.1 76,063

計 産業機器関連 計 163,786 35.6 168,466 36.2 △ 4,680 △ 2.8 459,194 46.2
住  宅  機  材 29,007 31,290 △ 2,283 △ 7.3 60,397
ハ     ウ     ス 30,839 24,989 5,850 23.4 51,224
住宅関連 計 59,846 13.0 56,279 12.1 3,567 6.3 111,621 11.2
合計 459,868 100.0 464,874 100.0 △ 5,006 △ 1.1 994,493 100.0

※従来パイプシステム部門に含まれていたポンプ事業は、環境エンジニアリング部門に含まれています。

（単位  億円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 率
％ ％ ％

国　　　　内 2,140 2,425 △ 285 △ 11.8
海　　　　外 1,860 1,812 48 2.6
内燃機器関連 計 4,000 40.8 4,237 42.6 △ 237 △ 5.6
国　　　　内 4,520 4,449 71 1.6
海　　　　外 150 143 7 4.9
産業機器関連 計 4,670 47.7 4,592 46.2 78 1.7
国　　　　内 1,130 1,116 14 1.3
海　　　　外 -                -                -                －        
住宅関連 計 1,130 11.5 1,116 11.2 14 1.3
合       計 9,800 100.0 9,945 100.0 △ 145 △ 1.5

7,790 79.5     7,990 80.3 △ 200 △ 2.5 
2,010 20.5     1,955 19.7 55 2.8 

増減
(12.4.1～13.3.31)

12年9月中間期
(12.4.1～12.9.30)

増減

連 結 部 門 別 売 上 高 予 想

14年3月期（予想）

連結部門別売上高

13年3月期
(12.4.1～13.3.31)部門

13年9月中間期

国　　　　内

海　　　　外

13年3月期（実績）

(13.4.1～13.9.30)

部門 (13.4.1～14.3.31)



株式会社クボタ

(1)事業の種類別セグメント情報

13年9月中間期（13.4.1～13.9.30）

内燃機器関連 産業機器関連 住宅関連 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

  売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 236,236 163,786 59,846 459,868 - 459,868

  (2)セグメント間の内部売上高                       18 4,030 3 4,051 △ 4,051 -

計 236,254 167,816 59,849 463,919 △ 4,051 459,868

  営 業 費 用 204,538 162,232 59,350 426,120 5,383 431,503

  　　営 業 利 益 31,716 5,584 499 37,799 △ 9,434 28,365

12年9月中間期（12.4.1～12.9.30）

内燃機器関連 産業機器関連 住宅関連 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

  売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 240,129 168,466 56,279 464,874 - 464,874

  (2)セグメント間の内部売上高                       8 4,654 12 4,674 △ 4,674 -

計 240,137 173,120 56,291 469,548 △ 4,674 464,874

  営 業 費 用 208,952 167,625 61,867 438,444 4,215 442,659

  　　営 業 利 益（△損失） 31,185 5,495 △ 5,576 31,104 △ 8,889 22,215

13年3月期（12.4.1～13.3.31）

内燃機器関連 産業機器関連 住宅関連 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

  売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 423,678 459,194 111,621 994,493 - 994,493

  (2)セグメント間の内部売上高                       114 9,919 598 10,631 △ 10,631 -

計 423,792 469,113 112,219 1,005,124 △ 10,631 994,493

  営 業 費 用 380,634 444,655 118,825 944,114 7,186 951,300

  　　営 業 利 益（△損失） 43,158 24,458 △ 6,606 61,010 △ 17,817 43,193

セグメント情報

（単位　百万円）

（単位　百万円）

（単位　百万円）
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(2) 所在地別セグメント情報

13年9月中間期（13.4.1～13.9.30）

日本 北米 その他 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 340,714 91,250 27,904 459,868 - 459,868

  (2)セグメント間の内部売上高 42,730 1,734 406 44,870 △ 44,870 -

計 383,444 92,984 28,310 504,738 △ 44,870 459,868

営 業 費 用 363,271 81,671 26,393 471,335 △ 39,832 431,503

　  営 業 利 益 20,173 11,313 1,917 33,403 △ 5,038 28,365

12年9月中間期（12.4.1～12.9.30）

日本 北米 その他 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 353,308 86,235 25,331 464,874 - 464,874

  (2)セグメント間の内部売上高 48,768 1,528 320 50,616 △ 50,616 -

計 402,076 87,763 25,651 515,490 △ 50,616 464,874

営 業 費 用 388,824 76,627 23,337 488,788 △ 46,129 442,659

　  営 業 利 益 13,252 11,136 2,314 26,702 △ 4,487 22,215

13年3月期（12.4.1～13.3.31）

日本 北米 その他 計 消去又は全社 連結

売上高及び営業損益

売   上   高

  (1)外部顧客に対する売上高 818,024 133,115 43,354 994,493 - 994,493

  (2)セグメント間の内部売上高 109,553 2,729 760 113,042 △ 113,042 -

計 927,577 135,844 44,114 1,107,535 △ 113,042 994,493

営 業 費 用 883,123 121,271 41,408 1,045,802 △ 94,502 951,300

　  営 業 利 益 44,454 14,573 2,706 61,733 △ 18,540 43,193

(3)海外売上高

13年9月中間期（13.4.1～13.9.30） （単位　百万円）

北米 その他 計

Ⅰ.海外売上高 90,739 37,994 128,733

Ⅱ.連結売上高 459,868

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 19.7% 8.3% 28.0%

12年9月中間期（12.4.1～12.9.30） （単位　百万円）

北米 その他 計

Ⅰ.海外売上高 85,701 35,277 120,978

Ⅱ.連結売上高 464,874

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 18.4% 7.6% 26.0%

13年3月期（12.4.1～13.3.31） （単位　百万円）

北米 その他 計

Ⅰ.海外売上高 132,410 63,097 195,507

Ⅱ.連結売上高 994,493

Ⅲ.連結売上高に占める海外売上高の割合 13.3% 6.4% 19.7%

（単位　百万円）

（単位　百万円）

（単位　百万円）
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各期末におけるデリバティブの契約金額等、貸借対照表価額及び公正価額は次のとおりです。

（単位　百万円）

契約金額等
貸借対照表
価額(△負債)

公正価額 契約金額等
貸借対照表
価額(△負債)

公正価額 契約金額等
貸借対照表
価額(△負債)

公正価額

先物為替契約
及び通貨ｽﾜｯﾌﾟ 18,797 190 190 41,316 △ 319 △ 301 37,964 △ 2,965 △ 2,937 

金利ｽﾜｯﾌﾟ契約 15,312 △ 208 △ 208 9,570 -             △ 36 4,800 -             △ 114 

　当社の保有するすべての負債証券と市場性のある持分証券は売却可能有価証券に分類されており、公正価額で

貸借対照表に計上されています。 各期末の短期投資およびその他の投資に含まれる売却可能有価証券の主要な

種類ごとの取得原価、公正価額および未実現損益は次のとおりです。

（単位　百万円）

取得原価 公正価額 未実現損益 取得原価 公正価額 未実現損益 取得原価 公正価額 未実現損益

短期投資：

 公社債他 2,011 2,011 -            8,698 8,698 -            2,348 2,348 -             

その他の投資：

 金融機関の株式 55,942 100,813 44,871 62,320 160,852 98,532 61,639 135,167 73,528 

 その他の株式 26,081 41,362 15,281 26,827 47,562 20,735 26,508 46,804 20,296 

 公社債他 9,125 9,033 △ 92 2,985 3,065 80 8,404 8,227 △ 177 

93,159 153,219 60,060 100,830 220,177 119,347 98,899 192,546 93,647 

デリバティブの公正価額等

有価証券の公正価額等

13年9月中間期末 12年9月中間期末 13年3月期末

（13.9.30） （12.9.30） （13.3.31）

13年9月中間期末 12年9月中間期末 13年3月期末

計

（13.9.30） （12.9.30） （13.3.31）
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（注  記）

１．連結の範囲

連結子会社数      122社

主要会社名 （国  内） クボタハウス（株）、（株）クボタ建設、（株）クボタクレジット、

クボタリース（株）、クボタ環境サービス（株）

（海  外） クボタトラクタ Ｃｏｒｐ.、クボタクレジット Ｃｏｒｐ.,Ｕ.Ｓ.Ａ.、

クボタマニュファクチュアリング オブ アメリカ Ｃｏｒｐ.、

クボタエンジンアメリカ Ｃｏｒｐ.、クボタメタル Ｃｏｒｐ.、

クボタバウマシーネンＧｍｂＨ、クボタヨーロッパＳ.Ａ.

２．持分法の適用

持分法適用関連会社数      52社

主要会社名 （国  内） （株）北海中央クボタほか農機販社計35社

（海  外） ザ サイアム クボタ インダストリＣｏ.,Ｌｔｄ.

３．会計処理の方法

４．会計処理方法の変更

平成13年9月中間期

　 該当なし

平成12年9月中間期

５．新会計基準の適用

（デ リバティブおよびヘッジに関する会計処理）

６．組替再表示

　 当社は米国会計基準に基づいて連結財務諸表を作成しています。但し、セグメント情報につきましては日本基準に準
拠して作成しています。

　 当社は平成12年9月中間期より年金費用の会計処理における未認識数理計算上の差異の償却方法を変更し、変更後の
会計処理方法を過年度に遡及して適用した場合の累積的影響額21,559百万円を純利益の直前に表示しています。

　 前連結会計期間の連結財務諸表は、当中間連結会計期間で採用している表示方法に従って組替再表示しています。

　 当社は平成13年9月中間期より米国財務会計基準審議会（以下、ＦＡＳＢ）基準書第133号「デリバティブおよび
ヘッジ活動の会計」およびＦＡＳＢ基準書第138号「特定のデリバティブと特定のヘッジ活動の会計－ＦＡＳＢ基準書
第133号の改訂」を適用しました。これらの基準書は、すべてのデリバティブを公正価額により貸借対照表上の資産ま
たは負債として認識し、その公正価額の変動を保有目的およびヘッジ活動の性質に応じて、純利益もしくはその他の包
括利益に計上することを要求しています。
　 新基準適用による包括利益合計への影響額は軽微であり、キャッシュ・フローへの影響はありません。なお、新基準
適用による過年度損益への影響額は、関連税額を控除したうえで損益計算書の純利益の直前に会計処理変更による累積
的影響額として表示しています。



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 20日

上   場   会   社   名       株式会社クボタ 上場取引所 東 大 名 福 札

コード番号       6326 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役　秘書広報部長 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　石黒　賢 TEL (06) 6648 - 2389
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 20日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　       平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）  （百万円未満を切り捨て表示）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 286,853 △ 5.5 4,017 △ 36.4 2,423 △ 66.8
12年 9月中間期 303,674 △ 2.7 6,321 △ 46.1 7,304 △ 14.5
13年 3月期 704,462 37,093 30,736

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 3,421 - 2.42
12年 9月中間期 △ 49,093 - △ 34.83
13年 3月期 △ 34,953 △ 24.79
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期  1,409,808,978 株   12年 9月中間期  1,409,706,572 株   13年 3月期  1,409,757,775 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率を表示しています。

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

　　円　銭 　　　円　銭

13年 9月中間期 3.00         －
12年 9月中間期 3.00         －
13年 3月期         － 6.00

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 　　円　　銭

13年 9月中間期 43.6 282.55
12年 9月中間期 43.7 301.14
13年 3月期 41.9 297.12
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期  1,409,808,978 株   12年 9月中間期  1,409,808,978 株   13年 3月期  1,409,808,978 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 　　　円　銭 　　　円　銭

3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   10 円 99 銭 

通　　期
15,500

424,563

418,889

695,000 23,000

売 上 高 営 業 利 益

総 資 産 株 主 資 本

経 常 利 益

中間(当期）純利益
１ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

株主資本比率

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

914,340

971,730

998,686

398,335



株式会社クボタ

（単位　百万円）

金額 百分比 金額 百分比 金額 率 金額

％ ％ ％

［経常損益の部］

営業損益の部

286,853     100.0 303,674       100.0 △ 16,820 △ 5.5 704,462

219,700     76.6 231,409       76.2 △ 11,709 △ 5.1 533,734

63,135      22.0 65,943         21.7 △ 2,807 △ 4.3 133,634

4,017        1.4 6,321          2.1 △ 2,304 △ 36.4 37,093

営業外損益の部

5,929        9,028          △ 3,099 11,681

307)(           307)(             (               0) 760)(             

3,735)(        4,457)(          △  721)(         6,167)(          

1,885)(        4,263)(          △  2,378)(       4,754)(          

7,523        8,045          △ 522 18,039

1,488)(        1,646)(          △  158)(         3,262)(          

6,034)(        6,398)(          △  363)(         14,776)(        

2,423        0.8 7,304          2.4 △ 4,881 △ 66.8 30,736

［特別損益の部］

2,294        19,006         △ 16,712 21,030        

2,294)(        -)(                2,294)(           -)(                

-)(              19,006)(         △  19,006)(     19,006)(        

-)(              -)(                -)(                 2,023)(          

-              112,565       △ 112,565 112,565       

-)(              83,088)(         △  83,088)(     83,088)(        

-)(              29,477)(         △  29,477)(     29,477)(        

4,718        1.6 △ 86,254 △ 28.4 90,972          -        △ 60,799 

1,296        △ 37,161 38,457          △ 25,846 

3,150)(        3,300)(          △  150)(         15,150)(        

△  1,853)(   △  40,461)(    38,607)(          △  40,996)(    

3,421        1.2 △ 49,093 △ 16.2 52,514          -        △ 34,953 

5,005        5,272          △ 267 5,272          

-              -                -                 4,229          

-              -                -                 12              

8,426        △ 43,820 52,247          △ 33,922 

損益計算書（単独） 

(退職給付会計適用時差額)

営業外収益

特別損失

19.0

(子会社株式評価損等)

13年3月期

(12.4.1～13.3.31）

百分比

％

100.0

75.7

(投資有価証券売却益)

△ 8.6

△ 5.0

4.4

(13.4.1～13.9.30）科　　　目

13年9月中間期

(12.4.1～12.9.30）

12年9月中間期
増減

営業外費用

（受取利息）

中間(当期)未処分利益(△未処理損失)

税引前中間(当期)純利益(△損失)

法人税等

（法人税､住民税及び事業税）

中間(当期)純利益(△損失)

（法人税等調整額）

前期繰越利益

中間配当額

中間配当に伴う
利益準備金積立額

（受取配当金）

（その他の収益）

売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業利益

(有形固定資産売却益)

5.3

経常利益

特別利益

（その他の費用）

(退職給付信託設定益)

（支払利息）



株式会社クボタ

資 産 の 部

増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

472,955 51.7 471,739 48.5 1,215 529,878 53.1

70,679 39,029 31,650 41,132

75,950 121,087 △ 45,136 99,955

158,988 141,259 17,729 236,395

3,000 1,811 1,189 -                 

50,110 57,600 △ 7,490 48,746

7,559 6,981 577 7,601

21,569 24,186 △ 2,616 18,041

6,722 7,242 △ 520 6,531

3,065 3,358 △ 293 3,250

1,840 1,959 △ 118 1,083

11,367 12,036 △ 669 11,323         

69,607 64,179 5,428 63,718

8,381 7,598 783 8,722

△ 15,891 △ 16,593 702 △ 16,623 

441,385 48.3 499,991 51.5 △ 58,606 468,807 46.9

197,832 21.6 208,536 21.5 △ 10,703 201,185 20.1

建物 49,189 52,528 △ 3,339 50,950

構築物 7,960 8,477 △ 516 8,295

機械及び装置 57,258 64,785 △ 7,527 59,808

車両運搬具 182 208 △ 25 191

工具器具備品 7,301 9,216 △ 1,914 7,675

土地 72,889 71,375 1,513 71,215

建設仮勘定 3,051 1,944 1,106 3,048

4,293 0.5 4,505 0.5 △ 212 4,323 0.4

工業所有権 113 169 △ 55 132

借地権 53 57 △ 3 57

施設利用権 302 525 △ 223 308

ソフトウエア 3,824 3,753 70 3,825           

239,259 26.2 286,949 29.5 △ 47,689 263,299 26.4

投資有価証券 154,876 220,698 △ 65,821 194,283

子会社株式 41,671 42,794 △ 1,123 41,597

出資金 2,236 4,543 △ 2,307 3,056

子会社出資金 2,987 3,326 △ 339 2,987

長期貸付金 16,138 14,274 1,863 16,166

従業員長期貸付金 310 670 △ 359 351

長期前払費用 862 660 202 555

繰延税金資産 20,814         - 20,814 4,706           

その他の投資等 8,563 8,305 258 8,488

貸倒引当金 △ 9,200 △ 8,324 △ 876 △ 8,892 

914,340 100.0 971,730 100.0 △ 57,390 998,686 100.0

（単位　百万円）

13年3月期末

(13.3.31）

短期貸付金

繰延税金資産

受取手形

貯蔵品

原材料

売掛金

有価証券

投資等

固定資産

無形固定資産

現金及び預金

有形固定資産

その他の流動資産

貸倒引当金

製品

半製品

仕掛品

13年9月中間期末

(13.9.30）

貸借対照表（単独）

資　　　　産　　　　合　　　　計

科　　　目

12年9月中間期末

(12.9.30）

前払費用

流動資産



株式会社クボタ

負債及び資本の部 （単位　百万円）

増減

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

311,868 34.1 281,157 28.9 30,711 357,521 35.8

16,819 38,214 △ 21,394 37,567

124,191 110,946 13,244 149,160

63,661 49,257 14,404 63,127

30,000         - 30,000 20,000         

9,772 9,708 64 9,708

10,873 7,171 3,702 12,163

2,644 3,461 △ 816 10,254

34,731 37,216 △ 2,485 36,950

5,499 6,678 △ 1,179 3,185

12,810 17,324 △ 4,513 11,309

810 860 △ 50 1,130

54 318 △ 264 2,965           

204,137 22.3 266,009 27.4 △ 61,872 222,276 22.3

30,000 60,000 △ 30,000 40,000

67,896 77,668 △ 9,772 77,668

27,643 41,941 △ 14,297 27,424

- 7,827 △ 7,827 -

77,630 77,676 △ 46 76,213         

948 842 106 951             

19 54 △ 34 19

516,005 56.4 547,167 56.3 △ 31,161 579,797 58.1

78,156 8.6 78,156 8.1 - 78,156 7.8

86,698 9.5 86,685 8.9 12 86,698 8.7

67,159 67,159 - 67,159

19,539 19,526 12               19,539

198,668 21.7 189,578 19.5 9,090 199,476 20.0

- 11 △ 11 11

- 5,145 △ 5,145 5,145

190,242       228,242 △ 38,000 228,242

8,426 -                 8,426 -                 

-                 △ 43,820 43,820 △ 33,922 

3,421)(           △  49,093)(    52,514)(         △  34,953)(    

34,811 3.8 70,143 7.2 △ 35,331 54,557         5.4     

398,335 43.6 424,563 43.7 △ 26,228 418,889 41.9

914,340 100.0 971,730 100.0 △ 57,390 998,686 100.0

支払手形

流動負債

その他有価証券評価差額金

負債合計

繰延税金負債

その他の流動負債

社債

長期借入金

その他の固定負債

退職給付引当金

転換社債

役員退職慰労引当金

買掛金

短期借入金

１年以内償還社債

１年以内償還転換社債

資本合計

別途積立金

負債及び資本合計

（うち中間(当期)純利益(△損失)）

中間未処分利益

中間(当期)未処理損失

利益準備金

剰余金

配当積立金

特別償却準備金

貸借対照表（単独）

13年3月期末

(13.3.31）

13年9月中間期末 12年9月中間期末

(13.9.30） (12.9.30）

科　　　目

資本金

法定準備金

資本準備金

未払金

未払費用

固定負債

製品保証引当金

預り金

未払法人税等

前受金



株式会社クボタ

　　　　　                  国内・輸出別売上高（単独）
(単位　百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 率 金額 構成比

％ ％

国内 60,328 62,598 △ 2,269 151,707

パイプシステム部門 輸出 2,253 2,032 220 3,831

計 62,581 21.8 64,630 21.3 △ 2,049   △ 3.2 155,538 22.0

国内 11,314 11,713 △ 398 26,974

素形材部門 輸出 2,072 2,528 △ 455 4,452

計 13,387 4.7 14,242 4.7 △ 854   △ 6.0 31,427 4.5

国内 116,611 123,355 △ 6,744 231,455

機械部門 輸出 44,313 49,384 △ 5,071 112,961

計 160,924 56.1 172,740 56.9 △ 11,815   △ 6.8 344,417 48.9

国内 23,261 23,383 △ 121 118,801

環境エンジニアリング部門 輸出 1,926 1,337 588 2,311

計 25,187 8.8 24,720 8.1 466 1.9 121,112    17.2

国内 24,772 27,341 △ 2,568 51,967

住宅機材部門 輸出 -            - - -

計 24,772 8.6 27,341 9.0 △ 2,568   △ 9.4 51,967      7.4

国内 236,288 82.4 248,391 81.8 △ 12,103 580,906 82.5

合計　 輸出 50,565 17.6 55,283 18.2 △ 4,717 123,556 17.5

計 286,853 100.0 303,674 100.0 △ 16,820   △ 5.5 704,462 100.0

※従来パイプシステム部門に含まれていたポンプ事業は、環境エンジニアリング部門に含まれています。

（単位　億円）

％

(注）本資料に記載している金額は、表示単位未満の端数を切り捨てています。

1,150                 

住宅機材部門

部門

国内

輸出

パイプシステム部門

素形材部門

機械部門

環境エンジニアリングﾞ部門

1,489                 

299                   

93.1

6,950                 

95.7

95.1

93.8

        118.9

94.5

98.7

99.8

3,231                 

1,440                 

491                   

5,800                 

部門　

（13.4.1～14.3.31）

金額 対前期比

通期

合計

14年3月期部門別売上高予想 （単 独）

13年9月中間期 12年9月中間期 13年3月期

(12.4.1～13.3.31）(13.4.1～13.9.30）
増減

(12.4.1～12.9.30）



株式会社クボタ
注記事項

（貸借対照表）
13年9月中間期 12年9月中間期 13年3月期

有形固定資産の減価償却累計額 383,804百万円 382,101百万円 380,393百万円

受取手形割引高 192百万円 280百万円 208百万円

保証債務 10,903百万円 23,129百万円 11,720百万円

自己株式の貸借対照表価額 2百万円 10百万円

自己株式の数 6,289株 28,703株

当期中の発行済株式数の増加 － 153,609株
(転換社債の転換) (転換社債の転換)

（リース取引）
13年9月中間期 12年9月中間期 13年3月期

工具器具備品等 工具器具備品等 工具器具備品等

取得価額相当額 14,526百万円 15,902百万円 14,778百万円

減価償却累計額相当額 7,824百万円 8,300百万円 7,935百万円

期末残高相当額 (未経過リース料期末残高相当額） 6,702百万円 7,602百万円 6,843百万円

（うち１年以内の金額） (3,097百万円) (3,606百万円) (3,224百万円)

支払リース料 (減価償却費相当額） 1,889百万円 2,212百万円 4,069百万円

（有価証券）
　子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

153,609株

11,843株

4百万円

　減価償却費相当額の算定方法は、残存価値を残価保証額とする定額法によっています。なお、取得価額相当額及び未経過
リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法によっています。
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